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Abstract
ThispaperdiscussestheAshioCopperMineandAshiocoppersmeltingworksinJapanandthe
CornwalcopperminesandSwanseacoppersmeltingworksintheUK.DuringtheIndustrial
Revolutioninthesetwocountries,theenvironmentwasnotconsideredanimportantissue;rather,
productivitywasupheldasthemostcriticalaspectoftheIndustrialRevolutioneconomy.Copper
minesinbothAshioandCornwalcontainedampleamountsofsulfur,whichgeneratedsulfurdioxide
duringsmeltingandnegativelyimpactedsuroundingfloraandfauna.Furthermore,theAshiocopper
smeltingworkswereinlandandthusafectednotonlythesuroundingenvironmentbutalsothe
healthofpeoplelivinginthesuroundinganddownstreamareaswhichhavealargedrainagebasin
andthequalityofthefarmproducts.Improvementofproductivitywasthemainemphasisofthe
technologyusedintheseareas.MinepolutioninAshioandSwanseaiscomprisedofatotalofsix
historicalstages:(1)initialoccurenceofminepolution,(2)acknowledgmentofpolution
phenomena,(3)protestcampaigns,(4)scientificinterpretationofpolutionphenomena,(5)
preventativemeasures,and(6)endofsmeltingindustry.Thoughsomepeopleinbothregionswere
consciousofthecausesandefectsofpolution,suchindividualswerefew innumber.The
governmentinJapaneventualyadmitedtotheexistenceofmine polution,thoughsuchan
admissiondidnotoccurinBritain.Nevertheless,noefectivemethodsforthepreventionofmine
polutionweredevisedineitherofthetwocountries.
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１．はじめに
世界史的視点に立てば、製錬の歴史は世界史の初
期から始まる。しかし産業革命は現代の人々の生活
に影響を与えた。現在の生活の改善点は産業革命時
の反省点から生まれ、問題点はこのときの負の遺産
である。英国は世界で最初に産業革命を成し遂げ、
日本は遅れて産業革命を実現した。両地域の主とし
て産業革命時の銅製錬が自然環境、社会にもたらし
た影響を比較することにより、人間と自然環境、社
会との相互関係の普遍的なものを探っていく。産業
革命により経済分野での変革が起きたが、自然環境
と社会に対してどのような変化をもたらしたのかを
日本と英国で比べる。銅製錬業を取り上げ、英国
WalesのSwanseaと日本の足尾の類似性、異質性を
比較検討する。場所と時代の異なる産業革命であれ
ば当然性格も異なるはずであるが、環境問題に対す
る差異はどのようなものかを明らかにする。環境問
題への対応に共通するものがあれば、そのように
至った条件を検討する。両地域での製錬業は終息し
ても、他地域を含めてみれば鉱業と環境との問題は
今日的な問題である。現代の鉱業と環境の問題の解
決のためにも、歴史的な産業革命時の環境問題を振
り返り、産業と自然環境、社会との相互関係の本質
的なものを追究することは意義あることと考える。
２．銅製錬と環境との関係の日英比較
（1）歴史的展開
17世紀の末から現在までの約300年間に科学技術
の進歩と相まって急激な社会経済条件の変化が生じ
た時代が二つある。一つは英国の産業革命の時期で
ある。この時期についてさまざまな見解があるが、
本論では1750年から1850年の間とする（ディーン，
1973）。英国はその後の産業の発達に必要な資源を国
内に持っていて、以後覇権を握った。しかし19世紀
末に大不況が訪れ、英国の覇権の時代は衰えた。第
二の急激な変化は、19世紀末の技術革新の時期に起
きた。この後、アメリカが20世紀の覇権国になった。
この時期に自動車、飛行機、電気、化学工業などの
産業が現れた（秋山,1988）。同じように産業革命と
いっても、日英ではその環境が異なる。日本の産業
革命の時期についてさまざまな見解があるが、本論
では19世紀末から20世紀初頭にかけての時期とする。
日本は19世紀末に、その当時最新の技術成果を取り
入れることができた。ある技術は英国から、ある技
術は米国から取り入れることができた。足尾では、
日清戦争（1894～1895年）の前後に技術革新があり、
それが全て成功した。1891年に電気鉄道、1893年に
ベセマ法の転炉の設置、1895年に鉱石の掘り出しの
ための巻揚機の電化、1897年に電気精銅に成功した。
失敗がなかったということで、自分たちの手で技術
を発展させる機会がなかったということになる。こ
のため、鉱毒を減らすための技術的努力も鉱山自身
によってなされなかった（宇井,1971）。
本論では、日本の足尾と英国のSwanseaの環境問
題の進展を（表－１）（「鉱害の歴史的段階の日英比
較」）のように比較した。事件経過を1.汚染源発生、
2.現象の認知、3.反対運動［（1）訴訟（示談），（2）
政治的行動］、4.現象の科学的解釈、5.対策、6.終息、
の６段階として比較を試みた。この段階の始まりの
時期は、おおよその歴史的流れに沿ったものである
が、一段階が終了して次の段階が始まるというもの
ではない。それぞれの段階が直線状に配置するので
はなく、ある段階の事象が他の段階の事象とともに
共存している例も多い。
特に足尾の場合、川上側と川下側で被害が二分さ
れているので、川下側の被害が明らかになる前に、
川上側の示談交渉が始まった。足尾の場合、鉱害の
現象が確認された後、訴訟が起こり、さらに科学的
解釈がされた。その直後の技術対策は効果のないも
のであった。
科学的解釈がなされても、それがさまざまな立場
の人々に認められるかどうかは別問題である。足尾
の場合、完全な技術的対策は、1956年の古河オート
クンプ法の導入までとられなかった。その間、足尾
で政治的行動が活発になった。
英国の場合、各段階の事象は、同時期に起きてい
ることが多い。とくに、3.反対運動、4.現象の科学
的解釈、5.対策は同時並行で生じていた。英国では、
技術的対策もかなり早い時期から行った。英国の場
合、行動を起こすのは個人であり、さまざまな人が
それぞれの時代に各個人の基準で行動を起こした結
果と思われる。日本の場合も各段階の事象が同時並
行で生じていた例もあるが、「3.反対運動」から「5.
対策」までの時期について、各段階の事象が始まる
時期が段階を重ねるごとに遅れていく傾向にある。
異常が認知されてから現象の科学的解釈や対策が
人間科学研究 Vol.21,No.２（2008）
－86－
行なわれることが予想されるが、英国の場合、これ
が早い時期に着手された。Matonのように18世紀の
うちに製錬所近くの空気の有害性を主張した人物も
いた。本来、科学は重大な被害の発生する前に演繹
的方法から危険性を予測できるものである。しかし、
現実の歴史の上では、鉱害という異常な現象の科学
的解釈が社会的に認められたのは、かなり後であっ
た。19世紀半ばまで、煙霧の有害性についての意見
は、賛否が半ばしたが、19世紀半ばを過ぎて煙霧の
有害性の意見が支配的となった。
科学的解釈での日英の違いは、英国ではこの鉱害
の原因確定までに時間がかかったということである。
日本の場合、この鉱害の原因が、製錬にあることは
比較的早く認められた。しかし日本では国民の一部
に被害が出ても国家の発展のためにはやむを得ない
とされた。
足尾で被害を受けて、それを糾弾した人は一部で
あった。英国でも被害を受けていても、それを自覚
し企業に保障を求めていこうという人は少数であっ
た。日英とも、その企業活動により何らかの利益を
受けている人は行動を起こしにくいという事実が
あった。産業革命当時の日英では、鉱害という意識
が社会的に認知される以前であり、ともに反企業活
動は困難であった。
森（1992）は、環境問題において汚染源発生から
因果関係確認までのプロセスを（図－１）のように
示している。②までの段階では、汚染も汚染源もい
まだ不明なため規制を行うことができない。③は、
まだ原因が特定できない場合。これに二通りの意味
がある。ひとつは、原因の候補が複数あるいは未知
で決められない場合である。もうひとつは、ほぼ絞
られていてもデータの数が不足していて統計学的に
結論が出せない場合である。④は汚染物質（汚染源）
と被害の間のデータ上の相関がはっきりしていても、
そのプロセスのメカニズムがまだ突き止められない
状況である。⑤の段階で因果関係のメカニズムがわ
かる。⑤の段階に達するまでかなりの時間がかかる。
メカニズムがわからないうちは「科学的な証拠がな
い」とするのが被告企業側の主張である。メカニズ
ム不明でも相関関係が明らかなら因果関係を推定す
るに足るとするのが、原告側の疫学的判断である。
このプロセスに従えば、Swanseaの場合、③の段階
であり、足尾の場合④の段階であった。Swanseaの
場合、司法の場で原告と被告が論争していた。利害
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表－１ 鉱害の歴史的段階の日英（足尾,Swansea）比較
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関係のあるものが自己の正当性を主張し、相手の不
当を非難していた。一応司法という公的な機関が認
定して結論を出したが、Swanseaの場合③の段階に
とどまっていた。原告側、被告側の両者が科学的解
明に協力すれば、さらに次の段階に到達できたはず
である。足尾の場合、原因と現象の相関関係が認め
られても、企業の責任をいかに小さくするかについ
て国は気を使った。結果的に被害者の救済は行なわ
れなかった。
（2）政治・経済・行政・社会
日本で1896年に第１回予防工事命令が出た段階で、
政府は足尾銅山の責任を認めていたと考えられる。
工事命令を受けて、古河市兵衛は沈殿池、堆積場の
設置工事を始めた。翌年の足尾銅山鉱毒調査会が設
置された段階で、農商務省は鉱業停止の方針を決め
ていたという見方もある。調査会の委員の一人、渡
辺渡が後年当時を回顧した次のような言説があった。
「其内に足尾に鉱毒事件が突発した。鉱毒事件は古
河家の興廃の れる処であった。其時に農商務省あ
たりの意見では、種々設備を命令したけれども技術
上鉱毒を除防することは不可能だと云ふことであっ
たと見える。さうなると仕方がない、技術上いかぬ
と云ふことならば、どうも鉱毒があると看做さざる
を得ぬから操業を停止すると云ふことに決まってし
まって居た。（略）私等は委員として引張り出された、
それで行って見ると高橋健三氏（内閣書記官長）が、
『君、出て来たけれどもあの山は止めることに決
まってしまった。今更山へ行っても仕様がなかろ
う。』『イヤさうではない。兎に角山を視なければ分
からない。山を視に行って、愈救済の途がないと云
ふならば已むを得ぬ、併しながらこれは足尾だけの
事件でなく、鉱山全体の事件である、若し足尾に向っ
て過ちをすると、その過ちが附いて廻って日本の鉱
業を阻害する、農商務省はどう云ふ意見であったか
は知らぬが、委員となった以上は山を視よう。』と
云ふので視に行った。視に行くと幾らでも改善の余
地がある。（略）農学の人が専ら害毒を述べて居った
けれども、議場も段々公平な判断をするようになっ
た。さうして最後に予防命令を出して、兎に角、鉱
山を活かそうと云ふことになった。（略）」（日本経
営史研究所.1976）
渡辺渡は工学系の学者で、足尾の銅製錬推進派で
あった。ここからも、農学系の学者との間で意見の
違いがあったことが、うかがえる。
1897年に第２回・３回予防工事命令が出された。
第１回、第２回の命令を包括し、工事を厳密に指令
したものが第３回予防工事命令であった。1903年の
議会に第２次調査会の報告書が提出された。それに
よれば、渡良瀬川や被害地に存在する銅の成分は、
先の鉱毒予防工事以前に排出された「残留物」が主
で、当時の足尾銅山によるものは「比較的小部分」
に過ぎないとされた。報告書は現実の足尾銅山の加
害責任を免罪し、鉱業継続を保証する内容であった。
脱硫搭についても、効果が十分でないことを認め、
現在の施設以上の方法はないとして、これを是認し
た（日本経営史研究所.1976）。Swanseaの場合、因
果関係はもちろん相関関係すら被告は認めようとは
しなかった。被告である企業は裁判にも勝ち、労働
者、マスコミもこれを歓迎した。
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図－１ 環境汚染発生と被害のプロセス
{出典：森（1992）}
??
? ?????
?
? ???????? ?????
? ?
? ? ?????????? ??????
? ? ?
? ? ????????? ???????
? ? ??????
? ? ?
? ? ? ??????
殖産興業を基本的な政策に掲げる明治政府にとっ
て、足尾銅山は保護・育成すべき重要な事業であっ
た。当時の日本の基本政策は富国強兵であり、これ
に反するものは迫害され、鉱害の被害者運動は治安
問題として弾圧された。宇井（1982）は足尾鉱毒問
題を政府が治安問題とみなしたことは、1880～1890
年代に被害を拡大させる重大な原因となり、また鉱
害を発生源において防止せず、被害者の負担におい
て処理するやり方は、社会的な不公正であるばかり
か、技術的にも不合理であると主張している。また
宇井（1971）は、政府による運動の弾圧、買収等を
取り上げ、行政と企業が互いに助け合って、鉱害を
激化していった例としている。日本の近代化を第一
目標とする政府にとって、田中正造の鉱業停止要求
は受け入れられるものではなかった。しかし、鉱毒
処理問題は、技術上の困難な点があったことも事実
であった。渡辺渡の言った「改善の余地」は、鉱山
操業を前提とした便法と解釈する。
Newel（1977）は英国の産業革命当時の社会状況
を次のようにまとめた。英国では、鉱毒の問題が深
刻であったにもかかわらず、18世紀、19世紀の大部
分の間、銅の煙霧は企業活動にとってあまり不都合
でないとみなされた。英国の法律も製錬業者に対し
て好意的であった。銅の煙霧は繁栄する産業の比較
的わずかな代償とみなされた。立法府議員は、法律
的な仕組みや政治的な方法によって、銅製錬業者に
社会的経費の補償をさせたり、煙霧を抑制させるこ
とはできないと主張した。その当時、公衆保健や職
業上の健康という社会的費用についての根拠は確定
していなかった。企業に対する好意的な態度が社会
の中でも政治の世界でも一般的であった。英国は19
世紀までに世界の工場としての名声を確立した。銅
の煙霧は、必要悪であり、局地的な悪とみなされた。
英国は産業革命に成功して繁栄し、国際的に重要な
地位についたが、鉱害に対して平然として何ら行動
を起こさなかった。その後20世紀後期になって、グ
ローバルな段階で産業化による社会的費用の関心が
高まった。
英国の産業革命時の鉱害は、近代社会で、初めて
直面するものであったため、鉱害という概念の把握
がなされていなかったと考えられる。この点は足尾
でも同様である。足尾の鉱害は日本の産業革命時の
初期に起きたものであり、その対応について混乱を
生じさせた。戦後の鉱害は、これに比べれば、一層
意図的に利益の追求のために放置された。
（3）人権・思想
英国の労働者がその権利を獲得していったのは、
産業革命期の後期のことであった。英国では、労働
者が力を獲得していき、1824年に団結禁止法が撤廃
された。1831年に、労働諸階級全国同盟が結成され
た。この団体は、成人男子普通選挙を要求した。1832
年に第一次選挙法改正法が成立した。そこで、小売
店主まで選挙権が拡大されたが、労働者階級の参政
権は認められなかった。1836年にロンドン労働者協
会結成され、同会は1838年5月に人民憲章（People's
Charter）を公刊した。人民憲章には、成人男子普
通選挙や議員の財産資格廃止などがうたわれていた。
ここで、人民憲章を採用するように政府に迫る労働
運動であるチャーチスト運動が起きた。1838年９月
から12月にかけてチャーティスト国民代表大会のた
めの代表が選出された（古賀,1994）。
WalesでもSwanseaをはじめ Newport等で労働
者協会が創立されていた。NewportはSwanseaか
ら約70kmほど東にある港町で、内陸の渓谷で産出し
た石炭を船積みする港町として重要性を増していた。
ここで1839年11月３日にNewport蜂起が起きた。
チャーチスト運動の中で、武力を伴うものとして歴
史に記録されている。首謀者とされるFrostは、こ
の行動を直前まで止めようとしていた。武力を伴う
示威行動は鎮圧され、Frostらリーダーは逮捕され
た（コール,1994）。やがて、1840年代になると、チャー
チスト運動は沈滞していった。都市労働者に選挙権
が与えられたのは、1868年の第二回選挙法改正のと
きであった。英国の産業革命期の労働者は、その権
利を獲得しつつある過渡期の状態にあった。
日本の人権思想は、第二次世界大戦後にはっきり
と憲法で保障されたように見えるが、菅井（1974）
は、足尾の鉱毒反対闘争の根拠を人権意識と結びつ
けて次のように論理を展開している。（1）鉱毒被害
は一私人たる古河の鉱業による人為的加害に原因す
る、（2）被害民は「皇帝陛下の臣民」として明治憲
法によりその生存権、財産権を保障されているのだ
から、政府は鉱業を停止して、一方的に害を被って
いる人民の権利を守る義務がある、（3）ところが政
府は鉱業の監督さえせずに逆に古河という一私人を
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擁護し、被害民を無視している、（4）したがって政
府に行政責任を認めさせ、その義務を履行させて人
民の権利を回復しなければならない、というもので
ある。さらにこの運動論理が、明治憲法を根拠とし
て政府の行政責任を問うという、政治的な問題とし
て組み立てられていたことを加えている。1889年公
布の明治憲法の中に不十分ながら近代的な権利のい
くつかが保障されたものと考えられる可能性を示し
ている。
鉱害被害者の人権について、宇井（2002）は、日
本では被害者は強烈な社会的差別にさらされること
が多いと主張した。さらに、地域社会はもちろん、
被害者本人でさえ、被害を表に出したがらない。そ
のことがさらに被害の激化をもたらすという悪循環
が存在する。またそれをよいことにして表に出てい
る部分さえ調べようとしない行政の怠慢が促進され
るという。宇井（1985）は社会的弱者と環境破壊と
の関連を次のように説明した。社会的弱者、貧困層
のほうが、強者、富裕層よりも、より多く自然環境
に依存して生活している。自然環境が破壊され、そ
の豊かな生産力を失うとき、より大きな被害を受け
るのは、このような社会的弱者、貧困層である。鉱
業分野もその一部であるが、公害の発生により、新
たな貧困層が発生するという。さらに政府との関連
で、政府に基本的人権を実現しようという政治的意
思が欠けていれば、環境は不可避的に破壊され、救
済不可能な被害を生ずるという。英国でも、自然に
依存していた農民、漁民、牧畜民は致命的な打撃を
受けた。鉱害の予防と解決のために、地域の住民の
基本的人権を尊重する態度を常に持つ必要があった。
さらに自治権を人権思想の一つの現れとみる見方
（宇井.1971）もできる。自治権の強いところでは鉱
業分野だけでなく広範囲の公害を出しにくく、自治
権を制限されているところでは公害問題が激しくな
るとしている。日本は自治権を制限されている地域
として考えられる。
（4）訴訟関係
英国で1820年代以降、各地で工業発展とともに、
銅の煙霧についての訴訟が起こった。銅の鉱害問題
のいくつかの局面が明らかになった。ひとつは、家
畜や土地に対する個人的な迷惑という状況であった。
地域社会が受ける被害という状況もあった。また、
公衆衛生問題および職業上の健康問題という状況も
あった。これらのうち、製錬業者は最後の状況だけ
を脅威と感じた。これに対し、原告団は農作物や牧
草を汚染され、農業や牧畜業に支障が出てきたので
訴訟を起こした。製錬業者は、一部の農民等よりも
多数の一般民衆と良い関係を維持していきたいとい
う願望が根底にあった。この問題に対し、製錬会社
は次の方法で対応した。あるものは何もしなかった。
あるものは影響を受けた人に対して法廷外で解決を
図った。ごく少数のものは汚染物の放出を減らした
り、汚染物を市場性の高い副産物として再生する技
術的解決に取り掛かった。19世紀中でも、銅の煙霧
を処理したと思われる製錬業者は、公的なイメージ
を高める。この鉱害問題にもっとも注意を払った
人々はVivian家の人々であった。副産物を利用しよ
うという経済的な動機は別にして、彼らの対応は高
度な政治的態度に基づくものであった（Newel,
1977）。
当時の英国で、裁判で鉱害の原因及び責任が企業
側にあることは認められなかった。日本では、唐風
呂の住民が和解願を提出したが、聞き入れられな
かったので訴訟を起こした。この住民側の敗訴の結
果、企業側の意向に沿った示談が認められた。裁判
制度の違いや、裁判に対する意識の違いもあるが、
日本では、はじめから訴訟という形式を取らなかっ
た。赤倉等の五村は栃木県知事への請願を計画した
が、その後銅山との間に示談を結んだ。銅山が唐風
呂との訴訟に勝ってまもなく、銅山側は強い立場を
生かして、松木地区との示談交渉に臨んだ。松木地
区は不利な条件で妥協せざるを得なかった。日本で
は、足尾の場合、銅山側は煙害の実態を知りながら
表向きそれを認めず、将来煙害がさらに激化した際
の防波堤として示談契約を利用した。それにもかか
わらず、不本意ながら示談契約に応じなければなら
なかった被害民の弱い立場が契約内容に示されてい
る（栃木県史編さん委員会,1984）。訴訟に対する日
英の意識の違いのひとつとして差別がある。日本で
は公害問題に関連して差別の例が見られた。この種
の差別問題が生じるのは人権意識の低さのあらわれ
と考えられる。したがって、人権意識の低い地域ほ
ど差別問題が生じることになる。宇井（1971）は鉱
業分野だけでなく、広く公害と差別との関連を取り
上げている。公害問題は差別の一形態であり、公害
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被害者は差別されるという。その理由が不明である
が、日本ではこれまで訴訟を起こすことに対し英国
ほど積極的ではなかった。この差別の問題との関係
も考えられる。
（5）科学技術
①科学と権力
英国での産業革命の時期は自然科学の発達期でも
あった。自然科学を発達させた人々は、必ずしも国
家権力に近い人ばかりではなかった。産業革命期に
蒸気機関の発展に寄与したBoultonとWattが所属
したルナ協会を取り上げる。そこで英国の科学がど
のような性格であったのかを振り返る。
Smalはアメリカで物理学を教えていたが、1764
年に英国に戻った。その後、技術的な革新と哲学的な
討論を主要な活動としたルナ協会が創立された。創
立時の会員は、Smal,Wiliam、Boulton,Matthew、
Darwin,Erasmusの３人であった。工場を経営して
いたBoultonは、動力源を水車から蒸気機関に変更
しようとしてWattの助けを借りた。やがてWattも
ルナ協会の会員になった。会員の中では化学分野で
業績をあげたPriestleyやKeirやMurdock等の人物
がいた。英国の自然科学は17世紀中葉に発展を遂げ
たが、その後沈滞していた。ルナ協会の会員の活躍
は、英国の学会に外から刺激を与えることになった。
やがて会員は科学の権威となり、中枢部で指導的役
割をした。英国の場合、在野から権力中枢部へ科学
の活動の重心が移動した。
これに対し日本では、科学は権力の側から生まれ
た。近代日本の初期に、欧州の科学の成果を国家が
介在して取り入れた。日本で科学を扱うことのでき
た人は、国家の認めた学校を卒業し、公職に就き、
国家によって認められた人であった。したがって、
科学を扱う人間は、はじめから権威者であり、どち
らかといえば権力と結びつきやすい環境にあった。
このような日英の違いは、社会構造の違いでもあっ
た。ルナ協会の会員の中には経済的に恵まれた人も
多かった。日本では、経済を気にしないで科学研究
活動を続けられる人は多くなかった。必然的に、国
家の科学行政の組織に身をおくことになった。また
時代的な違いもあるだろう。時がたつにつれ科学が
だんだん巨大になり、個人で科学技術の研究を続け
ることが困難になり、国家の主導で科学技術研究が
行われるようになってきた。
日本の科学者の中でも、その分野によって多少の
程度の違いがあった。1896年に第１回予防工事命令
が出た段階で工学系学者と農学系学者の間の鉱害に
対する意見の違いがあったことに触れた。これに関
連して、菅井（1979）は、1903年に提出された足尾
銅山鉱毒事件の第二次調査会の報告書の件で、この
点に言及した。菅井（1979）は、この報告書は被害
の実態と原因の化学的分析に関する部分はたいへん
明瞭であるが、実態と原因の因果関係について分析
する部分は非常に不明瞭になるという特徴を指摘し
た。これは前者が、被害の実態を直視した農学や林
学系の学者の担当部分で、後者がいわゆる御用学者
ともいうべき工学系の学者の担当部分であったこと
と関係していると説明した。宇井（2002）は、日本
の多くの鉱業分野だけでなく広く公害事件で、積極
的に原因を究明し、被害者を救済しようとした科学
者は少数であったと論じた。さらに、多数派は事態
を放任することによって消極的に政府や企業の側に
ついたと続けた。
教育制度との関係について、宇井（1982）は、教
育制度の普及によって、専門家が非専門家を軽視す
る結果をもたらしたと指摘した。教育が科学者をま
すます権威付けるという恐れがある。そこで社会が
科学者や技術者と称する専門家の判断を評価すると
きに、慎重さを要する。広く公害問題において専門
家に安易に依存する危険は、今日さらに大きい。ま
た問題に関係する科学者は、当面する困難の大きさ
に対し、科学的手段は限られていることを認識すべ
きである。現在、科学はますます進歩していて、多
くの人の理解を困難にしている。一方、教育の普及
によって、科学は中立であるという想念が普及した。
これも科学が権力と結びつきやすい要素である。科
学が権力と結びついたり、権威そのものになるとい
う危険性は、現在も消えていない。
専門家だけに頼る危険性について、宇井（1985）
は、アカデミックな手法だけでは、鉱害を含めた公
害問題を十分に解明するのに限界があると主張した。
研究は被害から出発し被害へもどらねばならぬとい
う現場重視という考えである。住民や被害者と協力
してこそ、環境科学の新しい方法論が生まれる。自
然科学だけでなくあらゆる分野で、専門家と非専門
家との間に生じる問題について、新しい方法論の考
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察を深めない限り、深刻な問題となる。
②鉱害における総合と分析
17世紀中葉に発達した物理学を中心とする自然科
学は自然現象を分析的方法によって研究した。現象
を要素に分割し分析し単純化して法則を求めるとい
うこの自然科学の方法はこれまで成果をあげてきた。
ところが産業革命期に発生した鉱害問題は、その土
地の自然条件、社会条件のさまざまな複雑な組み合
わせによってあらわれ方が決定される。この解明の
ためには総合的な見方が必要である。総合的な見方
を進めるには、さまざまな人々が自由な環境の中で
討論を重ねることが重要であるが、前述のルナ協会
の例の通り、英国における社会的環境のほうが総合
問題解決に有利であったと思われる。
19世紀の日本の科学者は、科学技術の成果の吸収
だけに手一杯であった。当時の科学者は総合的な考
察の上で行動する余地はなく、また政府や資本家も
それを要求しなかったのが足尾の悲劇であったと宇
井（1982）は主張した。日本の科学者で、工学系の
学者と農学系の学者との間で鉱害についての見方の
相違について記した。これも分析的見方と総合的見
方を反映している。ただ鉱害問題解決に当たって、
科学方法論上の分析、総合の二分法はとらない。分
析なき総合的考察も、その逆も問題解決からは遠い。
今後、自然科学だけでなく、広く科学の領域で鉱害
問題解決のための新たな科学方法論が必要とされる。
③鉱害防止技術
足尾の銅鉱石やCornwal及びDevonの銅鉱石は、
ほとんど硫化鉱であり、製錬時に大量の二酸化硫黄
が発生した。これによる煙害は人間、家畜、森林に悪
影響を与えた。また二酸化硫黄は大気中の水分と反
応して亜硫酸、硫酸になり地域の植生、住民の健康
に被害を与えた。Cornwal及びDevonの銅鉱石を
用いてWalesで製錬された銅の量の資料（Barton,
1961）から、製錬時に発生する二酸化硫黄の硫酸換
算量を計算した。それによると1770年から1865年の
間に2.4×10６トンとなる。この間、年間３×10４ト
ン以上の硫酸に相当する二酸化硫黄が排出された時
期もあった。同様に、足尾において製錬された銅の
量の資料（日本経営史研究所,1976）から、製錬時
に発生する二酸化硫黄の硫酸換算量を計算した。そ
れによると1877年から1907年の間に4.1×10５トン
となる。この間、年間２×10４トン以上の硫酸に相
当する二酸化硫黄が排出された時期もあった。また
酸性鉱山排水も両地域に共通の問題であった。
SwanseaのVivianの工場では製錬時に硫黄を取
り除くために、1865年にGersten-hofferprocessを
用いたが、硫黄の含有量の多い鉱石には効果的でな
く大気汚染は続いた。足尾では発生する二酸化硫黄
の対策として脱硫搭を建設したが、その効果はな
かった。脱硫塔と大煙突を含めた製錬の煙害防止工
事は年間売上額二百万円の足尾工業所に、百万円以
上の資金を消費させた（村上,2006）という。しかし、
最初から二酸化硫黄除去の見込みなどなかったとい
う見方（菅井,1985）もある。効果がないことを承知
の上で建造したのなら、建設という単なる実績作り
ということになる。
村上（2006）は、欧米の鉱毒除害技術は生産技術
よりはるかに遅れ、かつ不十分なものであったとい
う。したがって日本が欧米の生産技術を取り入れた
時期に手本となる除害技術が乏しく、鉱毒被害の予
想外の大きさに驚愕し、模索したのが明治期の鉱害
問題の核心であったと考えられるのであると説明し
ている。一般的に、問題点が生じ、生産活動に支障
が出た状態になって、処理解決する方法や技術が生
まれてきた。日英で重要視されてきた技術は、生産
の技術であった。鉱害防止技術が銅製錬業の初めか
ら完成していなかったことは、日英とも共通のこと
である。
防止技術導入時期については人為的理由がある。
同じ日本国内でも、足尾で二酸化硫黄処理技術開発
が遅れたことについて、宇井（1982）は、経済的必
要がなければ鉱害防止技術が開発されない例である
とした。住友資本のもとにあった別子銅山では、す
でに煙害の原因となった二酸化硫黄からの硫酸の製
造が煙害対策として成功していた。別子銅山では住
友資本の化学工業への進出の第一歩として、1913年
から化学肥料を製造した。これに対し足尾銅山では
煙害の被害を受けた松木村が消滅してしまったため
に、煙害対策としての硫酸製造の必要を感ぜず、1956
年まで硫酸の回収は行なわれなかった。
生産技術と鉱害を含めた公害一般の防止技術との
関連について宇井（1971）は、その発生源に手をつ
けないで、防止のために金をかけることが、日本の
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技術の特質だと説明する。足尾銅山は技術革新に
よって合理化を達成したが、鉱害の問題は考慮に
入っていなかった。そのため、足尾銅山の生産の増
加と鉱毒の激化は並行してあらわれた。技術の中で
も特に鉱害防止技術は、はじめから完成されていた
ものではなかった。英国ではVivian家の人々は、そ
の動機が何であれ鉱害防止技術を開発しようという
進取の精神を持っていた。足尾では、生産に関わる
技術を積極的に取り入れたり、開発しようとしてい
たが、鉱害防止技術に対して積極的ではなかった。
当時の日本では、国家と企業は一体であった。国家
は企業に積極的に防止技術の開発を指示せず、企業
も鉱害関連の非生産的な部門へ精力を注ぐことをし
なかった。
（6）マスメディア
日本のマスメディアは鉱害に批判的だった。これ
に対し英国のメディアは企業寄りだった。というよ
り当時の英国の社会は、ほとんど企業の活動を支持
していて、マスメディアはそれに迎合した。英国で
は、企業寄りの人が多数派だったせいもあり、商業
的にも反企業の立場で記事を書くわけにはいかな
かったのであろう。世論をリードすることもマスメ
ディアの働きであるが、当時の社会の状態からかけ
離れて論評することはできなかった。両国のマスメ
ディアの立場の違いは、歴史的な違いである。時代
が下り、日本の産業革命の時期は、鉱害の原因が企
業活動にあることが明らかになっていた。あとは、
いかに世論を喚起して解決への道をつけるかという
点であった。日本のマスメディアは英国のマスメ
ディアと違って、この役割を果たした。地元の足尾
で反鉱害運動の支持者が減少しても、鉱害反対の運
動は全国的な展開を見せた。マスメディアの強力な
力を政府、企業は知り尽くしていたので、報道の自
由に圧力をかけるということも足尾の事件では起き
ていた。足尾の鉱害反対運動は結局失敗したが、そ
の後の社会運動へ大きな影響を与えた。社会が変わ
らなくても、社会に事実を知らせることはマスコミ
の主要な使命であり、足尾でこれが果たされた。
（7）地理的要因
Swanseaの製錬所は沿岸部にあった。一方、足尾
の製錬所は内陸部にあった。炭鉱に近いSwanseaで、
Cornwalから運んだ銅鉱石を製錬した。これは大
量のコークスを必要とする製錬法であるウェールズ
法にとっては都合がよかった（Newel,1990）。地理
的な問題点について、JohnVivianは息子のJohn
HenryVivianに次のようにジレンマを指摘した。
銅の製錬工場は、銅鉱山から離れても可能であるが、
炭鉱から離れるわけにはいかない。しかし、炭鉱と
製銅所の近くには、多くの居住者がいる（Rees,
1993）。Swanseaの場合、水路による効率的な運用
をしていた。Tawe川に並行してLlansamlet運河と
Swansea運河があり、原料及び製品の輸送に使われ
ていた。さらにBristol海峡はWalesとCornwalの
間にあり経済的な輸送路となっていた。
足尾でも、はじめ木炭で製錬をしていたが、その
後、コークスによって製錬が行われた。コ－クスの
運搬は、東京府南葛飾郡に深川骸炭所から艀運搬で
秋葉原駅に運び、秋葉原から日光まで鉄道、日光か
ら足尾まで馬車鉄道と鉄索道で輸送した。蒸気機関
による鉄索道は1890年に運転開始された。さらに蒸
気機関車による輸送は、1914年に足尾本山まで開通
した足尾鉄道によって担われた（村上,2006）。足尾
は内陸部にあるが、産業革命の成果である蒸気機関
を十分利用して、内陸部の不利を克服した。内陸部
にあるということは、生産には、有利ではなかった
が、決定的な不利でもなかった。
しかし鉱害という観点で、内陸部に位置する足尾
鉱山が環境に与えた影響は大きかった。鉱毒問題に
おける足尾の立地上の不利について、菅井（1985）
は、関東平野という農業生産性の高い地域を流れる
渡良瀬川の源流に足尾銅山が位置していた点を強調
した。内陸立地のため、排水路はコストがかかり建
設できず、高煙突拡散方式は被害面積の拡大となる
ので使えなかった。山元だけでなく、広大な下流域
に影響がでた。山元の森林、下流域の農地、そして
それらの住民の健康に重大な被害を与えた。さらに、
この下流域の先に首都があった。東京の被害を防ぐ
ため渡良瀬川の改修工事が行われた。鉱害被害者が
東京に徒歩でも行ける距離にいたことは、政治的な
意味合いも大きかった。鉱毒被害民が政治的な直接
行動をとることを可能にした。足尾銅山の被害は山
元、渡良瀬川下流域に及び、さらに下流まで影響を
及ぼしかねないものであった。20世紀後半にグロー
バルな視点に立ち、鉱業分野だけでなく広く公害対
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策が議論されてきたが、足尾鉱山の事例はその魁と
なった。
３．考察
鉱害問題は、自然条件、社会条件が複雑に組み合
わさり、総合的に表れる。本論では、これらの条件
に時間的要素を加えて、総合的に考察していく。（表
－１）（「鉱害の歴史的段階の日英比較」）に段階と
して1から6まで示したが、各段階は鉱害の各種の側
面である。したがって、各段階の事象は、この順番
の通りに進行するのではなく、各時期の事象が時間
的に重なることもある。
「1.汚染源発生」の後に「2.現象の認知」が来るが、
この「2.現象の認知」は、公に認められたものでは
なく、被害者が被害を意識したことを示す。その後
「3.反対運動」が来ることも、日英で共通である。
さらに「4.現象の科学的解釈」、「5.対策」と続くが、こ
れらの「3.反対運動」から「5.対策」までは、時期
的に重なる部分があり、時期的に並行して進行する。
ただ日本の場合、「3.反対運動」から「5.対策」まで
の時期について、各段階の事象が始まる時期が段階
を重ねるごとに遅れていく傾向にある。英国では、
「4.現象の科学的解釈」や「5.対策」に対して、個
人的動機によって行動を起こすことが多く多様化し
たと思われる。
両者の産業革命は地域と時期が異なり、別の政治
体制の中で起きた事象であるが、概観すると鉱害と
自然環境および社会の関係を認識する人間の態度や
自然環境において、共通点や相違点がある。共通点
のひとつとして両地域とも「環境」という要素を重
大視する以前の時代に産業革命を達成したというこ
とをあげることができる。したがって体制側は経済
第一の姿勢を貫くことができ、多くの賛同を得るこ
とができた。これは一企業の体質だけでなく、国家
体制、科学技術、文化等の総合的な理念の表れが反
映している。英国も日本も「環境」が市民権を得る
前では、環境の状態を評価することすら困難であっ
た。
現況を調査し、原因と思われるものと被害に何ら
かの相関関係があるということがわかっても、それ
だけでは統計学の応用に過ぎない。さらに必要であ
れば実験等を含んだ分析的な研究をして因果関係を
確定しなければ科学的調査は完了しない。しかし現
実に被害が発生している以上、その救済を急ぐ必要
がある。どの段階で、原因と思われる事業所に何ら
かの働きを行うかは、司法の問題であり政治の問題
である。それらの基になるのは国民の合意である。
Swanseaの被害者も足尾の被害者も司法や政治の
後ろ盾はなかった。鉱害という現実は存在しても鉱
害という言葉はなく、多くの国民の支持もなかった。
鉱害問題の解決に対し、分析的方法だけでは限界が
ある。日英のこれらの事件は、その問題提起となっ
た。
また日英の銅製錬に伴う共通の問題のひとつに森
林破壊がある。Swanseaと足尾は時代も異なり、製
錬の詳細について同一ではない。しかし、両地域と
も初期は製錬時の還元剤として木炭が使われた。ま
た木材は建設用材等にも用いられた。木炭をコ－ク
スに変更したのは、木材の不足が原因であった。そ
の後の製錬は、両地域とも硫黄を含んだ銅鉱石を用
いて行われた。その製錬の結果、煙害によって人び
との健康や森林が被害を受けたことも共通している。
産業革命の間、さまざまな技術が開発されたが、両
地域とも環境保全の技術開発についての優先順位は
低かった。環境よりも生産性を重視する考えは日英
とも共通していた。
同じ産業革命という流れの中で両地域に環境問題
が発生したわけであるが、いくつかの相違点もある。
一つは市民社会の中の英国と国家主導の日本である。
英国では独創的な技術を個人が開発し、それを製品
化するのは一企業であり、鉱害が起きれば被害者は
個人の立場で企業を訴えた。足尾の鉱毒事件では、
明治維新後まもなくのことでもあり、政府に期待す
る国民の意向も強く、また政府も主導的に対応した。
足尾の鉱毒の被害者が、企業に対してでなく、政府
に対応を迫ったことは、このことをよく表している。
産業革命を最初に経験する国と後追いの国という
違いから生じる性格の違いがあった。産業革命を最
初に始めた英国にとって、鉱害もまた初めての経験
だった。そこで技術がないから対応しないという論
法を用いなかった。ある者は現実に応じた技術を開
発しつつ前進していこうとした。日本の産業革命は
外国からの技術の導入によって遂行された。日英で
は自然条件、社会的条件が異なるので、日本独自の
工夫もしたが、外国からいかに効率的に技術を導入
するかが日本の産業革命の推進の要点であった。大
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方の分野で、この方法は成功を収めた。日本は、産
業革命先進国と比べると時間差があったので、後の
時代の優れた各種の技術をも同時に導入できた。日
本では、英国の産業革命時に開発された蒸気機関と
その後に開発された電気エネルギ－の利用技術を同
時に利用できた。技術史的に見れば、当時の英国は
蒸気機関の時代であったが、一方日本は電気の時代
に入っていた。1880年代になって、電気は新規の動
力源として、そして照明源として重要になっていた。
当時の日本は、先進技術の電気をいち早く導入し生
産性をあげた。
英国で蒸気機関は産業革命を推進させたが、それ
は揚水機としての蒸気機関であった。蒸気機関の交
通への応用である蒸気機関車による鉄道網が英国全
土に普及するのに、19世紀後半の50年かかった（ラ
ングトンとモリス,1989）。日本で蒸気機関は、索道
や鉄道という交通機関としても利用された。
英国のSwanseaは沿岸部に位置しているが、足尾
銅山は内陸部にある。このことによる足尾の輸送上
の不利な点は技術によって克服された。しかし環境
への負荷を技術によって軽減することはできなかっ
た。足尾は内陸部にあり、それだけいっそう、環境
への影響を大きくした。足尾とSwanseaの地理的な
差異は、環境への影響で大きな相違となった。内陸
部で発生した鉱害は、その影響する範囲もその程度
も甚だ大きくするという事例を足尾で示した。
両地域の鉱害は、技術的解決ではなく経済の構造
的変化により終息した。生産拠点を海外に移転した
ために鉱害の発生はなくなった。しかし、これで問
題は決して解決したわけではなく、以前の製錬所周
辺の環境問題及び外国での環境問題、そして地球規
模の環境問題としての課題を残した。今後、自然科
学、社会科学を含めた総合的な科学の中で解決に向
けた方向を探る必要がある。人間の行動を動機付け
るもののひとつは経済であり、環境破壊の影響を評
価し環境保全社会実現の具体的対策を示すことを目
的にしている環境経済学の成果が期待される。また、
環境問題を扱う地球科学以外に、オペレーションズ
リサーチやシステムアナリシスという分野の成果を
環境問題解決のために応用することも考えられる。
さらに、人間の行動を規制するものは法律である。
現在研究されている環境法学の成果もこれらの問題
解決のために期待される。
４．まとめ
本研究から以下のことが示唆された。
ａ．日本の足尾と英国のSwanseaの銅製錬による
環境問題の進展を1.汚染源発生、2.現象の認知、
3.反対運動、4.現象の科学的解釈、5.対策、6.終
息、の６段階として比較を試みた。両地域とも、
それぞれの段階が直線状に配置するのではなく、
ある段階の事象が他の段階の事象とともに共存し
ている例も多い。とくに3.反対運動、4.現象の科
学的解釈、5.対策が並行している例がある。
ｂ．両地域とも、鉱害という意識が社会的に認知さ
れる以前であり、環境よりも生産優先の社会風潮
の中で問題が起きた。
ｃ．Swanseaでは汚染源を公的に特定できない状
況であったが、足尾の場合、汚染源と被害との相
関関係は、はっきりしていても汚染源と被害との
メカニズムが不明の状況であった。
ｄ．両地域とも、銅製錬の煙害により大量の二酸化
硫黄が生じて住民、森林、家畜等が被害を受けた。
ｅ．市民社会が成熟しつつあった英国と国家主導の
日本とで、鉱害に対する人々の態度に違いが表れ
た。英国では個人的動機に基づいて環境に対する
行動を起こした例があった。
ｆ．産業革命を初めて起こした英国と後追いの日本
を比べると、生産という面では日本に有利に働い
た。しかし環境対策上の有利さはなかった。
ｇ．沿岸部のSwanseaと内陸部の足尾という地理
的な相違は、環境への影響で大きな相違となった。
足尾の場合、影響する範囲と程度を大きくした。
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